
下関市立大学学位規程 

平成 19 年 4 月 1 日 

規 程 第 5 9 号 

改正 平成 20 年 12 月 25 日規程第 46 号 

平成 22 年 9 月 28 日規程第 20 号 

平成 26 年 4 月 22 日規程第 10 号 

平成 27 年 2 月 26 日規程第 12 号 

令和 4 年 1 月 27 日規程第 4 号 

令和 6 年 2 月 28 日規程第 3 号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、下関市立大学学則（平成１９年規則第１号。以下「学則」とい

う。）第４０条及び下関市立大学大学院学則（平成１９年規則第２号。以下「大学院

学則」という。）第２５条に基づき、下関市立大学（以下「本学」という。）におい

て授与する学位の種類、論文審査の方法、試験、学力の確認の方法等学位に関し必

要な事項を定める。 

（学位の種類） 

第２条 本学において授与する学位は学士及び修士とし、授与する学位の種類は次の

とおりとする。 

(1) 学士の学位 

経済学部経済学科             学士（経済学） 

経済学部国際商学科            学士（商学） 

経済学部公共マネジメント学科       学士（公共マネジメント） 

データサイエンス学部データサイエンス学科 学士（データサイエンス） 

(2) 修士の学位 

経済学研究科経済・経営専攻        修士（経済学） 

（学位授与の要件） 

第３条 学士の学位は、本学の学部を卒業した者に授与する。 

２ 修士の学位は、本学の大学院において所定の課程を修了した者に授与する。 

（学位論文の提出資格） 

第４条 修士の学位の授与に係る学位論文（大学院学則第２４条第１項に規定する修

士論文。以下「修士論文」という。）は、修士課程に１年以上（同項ただし書の規定

の適用を受けるものについては、所定の期間以上）在学し、修了に必要な単位を修

得した者又は修得できる見込みである者でなければ提出することができない。 

（修士論文題目の事前届出） 

第５条 修士論文を提出しようとする者は、あらかじめ研究指導教員の承認を得た論

文題目を別に定める期日までに下関市立大学大学院経済学研究科長（以下「研究科

長」という。）に届け出なければならない。 



（修士論文） 

第６条 修士論文は、別に定める期日までに研究科長に提出しなければならない。 

２ 修士論文には、必要に応じ、参考論文を添付することができる。 

３ 研究科長は、必要があるときは、当該修士論文に関係ある資料を提出させること

ができる。 

（審査等の付託） 

第７条 研究科長は、修士論文を受理したときは、その審査及び最終試験を下関市立

大学大学院経済学研究科委員会（以下「研究科委員会」という。）に付託する。 

（審査委員及び審査） 

第８条 研究科委員会は、前条の審査を付託されたときは、研究科の教員のうちから

修士論文提出者の研究指導教員を含め審査委員３名を選定し、修士論文の審査及び

最終試験を行わせるものとする。 

２ 研究科長は、前項の規定にかかわらず、修士論文の審査に当たって必要があると

きは、研究科委員会の意見を聴いて、他の大学院若しくは研究所等又は外国の大学

院若しくは研究所等の教員等を審査委員に加えることができる。 

（最終試験） 

第９条 最終試験は、提出された修士論文を中心として口述により行う。 

（審査等の期間） 

第１０条 修士論文の審査及び最終試験については、在学期間内に終了しなければな

らない。 

（審査委員の報告） 

第１１条 審査委員は、修士論文の審査及び最終試験を終了したときは、速やかにそ

の結果をまとめて、文書をもって研究科委員会に報告しなければならない。 

（修士の学位授与） 

第１２条 学長は、修士の学位の授与にあたっては、研究科委員会の意見を聴かなけ

ればならない。 

２ 研究科委員会は、前項の規定により意見を述べるにあたっては、前条の報告に基

づいて学位の授与の可否を判定するものとする。この場合において、判定を可とす

るためには、構成員（海外出張中、休職中その他研究科委員会がやむを得ない事由

があると認めた者を除く。以下同じ。）の３分の２以上の出席を必要とし、かつ、出

席者の３分の２以上の賛成がなければならない。 

（学位の授与） 

第１３条 学長は、学士の学位授与を決定した者には、様式第１号による学位記を授

与する。 

２ 学長は、前条の報告に基づき修士の学位授与決定した者には、様式第２号による



学位記を授与する。 

（修士の学位の取消） 

第１４条 修士の学位取得者が、次の各号の一に該当した場合には、学長は研究科委

員会の意見を聴いて、その修士の学位を取り消し、学位記を返還させることができ

る。 

(1) 不正に修士の学位の授与を受けたことが明らかになったとき。 

(2) 名誉を汚す行為があったとき。 

２ 研究科委員会が前項の規定による意見を述べるにあたり、学位の取消しを妥当と

するためには、構成員の３分の２以上の出席を必要とし、かつ、出席者の４分の３

以上の同意がなければならない。 

（学位の名称使用） 

第１５条 学位を授与された者が学位の名称を用いるときは、学位の次に「下関市立

大学」と付記しなければならない。 

（その他） 

第１６条 学位について、この規程に定めのあるもののほか必要な事項は、別に定め

る。 

附 則 

この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

附 則（平成 20 年 12 月 25 日規程第 46 号） 

この規程は、平成２１年１月１日から施行する。 

附 則（平成 22 年 9 月 28 日規程第 20 号） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平成 26 年 4 月 22 日規程第 10 号） 

１ この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 平成２７年３月３１日現在在学し、引き続き在学する者に係る学位の種類は、こ

の規程による改正後の下関市立大学学位規程第２条及び様式第２号の規定にかか

わらず、なお従前の例による。 

附 則（平成 27 年 2 月 26 日規程第 12 号） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（令和 4 年 1 月 27 日規程第 4 号） 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

附 則（令和 6 年 2 月 28 日規程第 3 号） 

この規程は、令和６年４月１日から施行する。 
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     本学  学部   学科所定の  

     課程を修めて本学を卒業したこと  

     を認め学士（    ）の学位を  

     授与する  

 

                       年   月   日 

      

  下 関 市 立 大 学 長    氏     名        印 
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本学大学院経済学研究科経済・経営 

専攻の修士課程を修了したので修士 

（経済学）の学位を授与する  

 

 

                       年   月   日 

      

  下 関 市 立 大 学 長    氏     名        印 

 

 




